
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（繰入金等）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

（指摘事項等） （対応）

県民の公共的活動への参加度：42.0％（平成29年度の目標値50.0％に向けて、現状値から毎年均等に増加するものとして設定。）
【目標数値の設定根拠】
日本再生戦略の成果目標では『新しい公共への参加割合』を平成32年までに約５割にするとしており、この目標を早期に上回るよう
目標値を設定。

11,885 26,301 0

（予算案）

ＮＰＯ法人設立講座・個別相談 直接 ＮＰＯ法人設立に関する講座を県庁で毎週水曜日、
各地方事務所で２回ずつ開催

合計

H25 H26

ＮＰＯ運営セミナー 直接
・NPO法に基づく適正な運営、会計・税務を学ぶセミ
ナー（４会場）
・認定NPO法人制度普及のためのセミナー（１会場）

570 576

（当初）

324 324
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事　業　名 ＮＰＯとの協働推進事業費 担
当
課

部局 企画部

課・室 県民協働・NPO課

総合５か
年計画

プロジェクト  ７　活動人口増加プロジェクト E-mail kyodo-npo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
２－２　協働、人権尊重、男女共同参画社会の実現

目指す姿

現状
県民の公共的活動への参加度は36.6％（平成24年度県政モニター調査）となっており、公共的活動への理解・関心の拡大及び参加機
会の提供、市町村や民間の中間支援組織等の多様な主体との連携、ＮＰＯ活動への支援などにより、公共的活動への参加拡大と協働
の推進を図る必要がある。

県が関与
する理由

多くの県民が公共的活動に参加し、ＮＰＯ、企業、市町村、県が協働して地域の課題を解決していく社会の構築を目指す。（公共的活
動に参加している県民の割合を、平成29年度までに50.0％とする。）

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

特定非営利活動促進法
公共的活動への理解・関心の拡大、ＮＰＯ活動の支援などについて協働で実施

１　県民協働の推進 実施期間 H8 ～

可能県民との協働による実施：

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

新しい公共支援・推進事業 委託
平成23年度から24年度にかけて実施した「新しい公
共支援・推進事業」の成果の評価・公表を実施

3,692 0

協働の機会創出事業 直接
・民間や市町村と県の各部署との協働を一元的に
支援する協働コーディネートデスクの運営
・寄付文化醸成のための広報　等

3,145 4,979

（要求）

情報提供・啓発事業 直接
県民のＮＰＯ活動への理解を促進するとともに、協
働の浸透・周知を図るため年４回の情報誌の発行等
を実施

4,154 4,168

26予算案 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越

26,301

合計（A) 136,569 11,885 26,301 0

県民の公共
的活動への
参加度

39.3% 42.0%

H27
目標

補正予算 46,173

68,059

目標 成果 達成状況
項目

H25末
（見込）

8,762 9,850 8,174 10,028 0

16,27359,297 126,719 3,711

概　算
人件費

7.00 7.00 7.00 7.00

57,806

61,990 127,737

要求からの主な変更点

0 概算事業費（B（A）+C） 119,796 185,543 69,691 84,107

57,806 57,806 57,806 0

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度

H26

地域づくり人材養成のための
公開教材の制作

委託
・地域づくり人材養成のための公開教材の作成
・地域づくり人材育成研修の開催

0 16,254

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

Aの
財源

当初予算 21,886 136,569 11,885

26要求
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